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大軍拡・改憲No！ミサイルよりケアを いのち守る政治へ 

全日本民医連            

社保運動・政策部／まも憲ネット担当 

 事務局次長 山本淑子 

1．「ある日突然、病院がなくなります」 ～医療をめぐる危機 

・2025年3月10日、6病院団体（※）から国民に向けた医療をめぐる深刻な現実の訴え 

※日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会・日本慢性期医療協会・全国自治体病院協議会 

・過去最高の医療機関の倒産 

2024年度医療機関の倒産は過去最高の64件、2025年度は上半期ですでに35件（帝国データバンク） 

・医療の現場ではなにが起きているか  民医連の病院経営状況アンケート 

「赤字経営のため職員の賞与を満額支給できていない」 

「資材建築費、人件費高騰で今から建物を建てるのは不可能。古い病院の建て替えを支援しないと、街の

病院がなくなってしまう」 

・地域の医療機関を守るのは、すべての国民の受療権にかかわる喫緊の課題 

2．医療をめぐる危機の背景、さらなる「医療費4兆円削減」の3党合意 

・長きにわたる自民党政治による医療費抑制策の推進 

一部負担金導入や引き上げによる受診抑制、医師数や病床数の規制による供給体制抑制、診療報酬 

・高市首相の所信表明演説 

「経営改善および従業者の処遇改善につながる補助金を措置する」 

その一方で、地域医療の崩壊を加速する改悪メニュー 

2025年6月の自民・公明・維新3党の「医療費4兆円削減」の合意、維新との政権合意 

医療法改正で全国11万床病床削減による１兆円削減、医師数抑制から縮小へ 

高齢者医療費一部負担金の2割化、3割負担の対象拡大 

・高齢者と現役世代の世代間分断 現役世代の困難は、高齢者のせいか 

・尊厳死の法制化（国民民主党の政策）、終末期の延命措置医療費の全額自己負担化（参政党の政策） 

・その一方で、「戦争国家」づくりのための軍事費ＧＤＰ比２％前倒し 

3．打開の展望 

・患者、当事者の声、国民の世論で負担増、制度改悪は止められる 

  →高額療養費制度の自己負担限度額引き上げを凍結させた運動 

・国会では衆議院も参議院も少数与党 

国民世論を圧倒的に強め、多くの野党議員にその声を届ける 

・「地域住民の医療を受ける権利を保障するために医療機関の維持存続への支援を求める請願署名」の提起 

・民医連を含む地域のすべての「病院」を対象とした「病院経営状況アンケート」の実施 

緊急署名に託された患者、地域住民の願い …6月からとりくみ、すでに56万筆突破 

・地方議会でも意見書採択 

・民医連の県連会長研修、病院長会議でも国会議員要請 



4．医療を受ける権利の保障を 

・国民皆保険制度 「いつでもどこでもだれでも」「必要充足」「応能負担」で安心して医療を受ける権利 

   ※マイナ保険証は、国民皆保険制度を支える「全国民に保険証を無条件交付」する国の責任の放棄 

・憲法25条第2項「国は、すべての生活部面において、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に

努めなければならない」 

・「ミサイルよりケアを」を掲げ、圧倒的な国民の世論でいのち守る政治の実現を 

以上 












